
【宅建業法】営業保証金について
営業保証金は、実務ではほとんど関係ありません。ですが、試験にはほぼ１００％出題される箇所です
ので押さえておかなくてはなりません。でもあまり難しくありませんので、ご安心ください。

まず営業保証金とは、簡単に言うと（宅建）業者がお客さんに対し宅建業の取引に関して、不足の損害
を与えたとき、業者に損害の支払い能力がない場合に、この営業保証金から支払うという制度です。「保
険」みたいなものと考えていいと思います。ですから、宅建業者は、供託所にお金を預けた上でないと、
宅建業を開始することができないとなっています。

１.供託する額
主たる事務所 ⇒ 1,000万円
その他の事務所 ⇒ １ヶ所につき 500万円
この金額は、絶対暗記です！
例えば、本店と支店が 2つある宅建業者の供託金の額は、
本店 ⇒ 1,000万円
支店が 2つ ⇒ 500万円 × 2支店 ＝ 1,000万円
合計 2,000万円を供託しなければ、ならないとなります。

なお、供託金は事務所の数で決まりますから、案内所はカウントしません。また、供託するのは、現金
ではなく、一定の有価証券でも構いません。但し、有価証券で供託する場合、額面通りの金額とはなり
ません。

有価証券の種類と額面金額
① 国債証券＝額面の 100％
② 地方債証券・政府保証債権＝額面の 90％
③ その他の有価証券＝額面の 80％

現金と有価証券を組み合わせて、供託することも可能です。例えば、2,000 万円を供託しなければなら
ない場合、政府保証債権を額面 1,000 万円分あれば、900 万円の評価となりますから、残り、1,100
円を現金で供託することができると言うことです。

２.免許権者へ届出
宅建業者の営業開始までの流れを簡単に示すと、
① 免許権者から免許が降りる
↓
② 営業保証金を供託する
↓
③ 営業保証金を供託した旨を、免許権者に届け出る
↓
④ 営業開始

宅建業者は、営業保証金を供託した旨を、免許権者に届出をした後でなければ、営業を開始することが
できません。

また、営業開始後に、支店（事務所）を新設した場合は、その分の営業保証金を新たに供託し、その旨
を免許権者に届出をした後でなければ、その支店での営業は開始できません。ここは、色々な引っ掛け
が用意されていますから、必ず、供託した旨を、免許権者に届出した後じゃないと営業を開始できない
としっかり覚えておいてください。
 
さて、供託金は、どこの供託所に供託すのか？すべて、主たる事務所の最寄りの供託所です。支店の最
寄りの供託所には、供託しません。ここも、引っ掛かりやすいですから、確実に覚えておいてください。
 
では、宅建業者に免許を与えたのに、一向に営業保証金を供託した旨を、届出してこない場合は、どう
なるのでしょうか？こう言う場合、免許権者は、免許を与えて 3 か月以内に、営業保証金を供託した旨
を届出しなさいと、業者に催告をするようになっています。そして、その催告の日から 1 か月以内に、
届出がない場合は、免許権者は、免許を取消すことができます。

３.保管替え
本店が、移転などによって、本店の最寄りの供託所が変わった場合に、営業保証金の供託金も変えなく
てはいけません。これを、「保管替え」と言っています。この保管替えは、現金のみで供託している場
合のみしか、請求することができません。つまり、現金+有価証券、有価証券のみで供託している場合
は、新たに、「供託し直し」をしなればいけません。

例えば、東京の本店を、大阪に移転した場合、最寄りの供託所も、東京から大阪に移転するのですが、
現金のみで供託している場合は、東京の供託所に対して、大阪の供託所に保管替えをしてと請求するだ
けでいいのです。

しかし、現金+有価証券、有価証券のみで供託している場合は、大阪の供託所に、新たに営業保証金を
供託した後、東京の供託所に対して、供託金を取り戻すと言う面倒なことをしなければ
いけません。

保管替えも、新たな供託も、主たる事務所が移転したら遅滞なく行います。〇〇週間以内などと言った
出題は、× です。主たる事務所が移転しただけで、営業保証金は供託所に供託されているのですから、
期限を設けてやらせる必要性はないと言うことです。

４.還付
宅建業者から、宅建業法上の取引により損害が発生した場合、営業保証金からその損害に対して、弁済



することを営業保証金の「還付」と言っています。

用語定義でご説明しましたが、、還付が受けられるのは、宅建業者と宅建業法上の「取引」をした者に
限られます。業法上の「取引」に該当しないものは、還付を受けることはできません。

例えば、宅建業者が物件チラシの印刷を発注した後、倒産した場合など、物件チラシの印刷の取引は、
宅建業法上の「取引」に該当しませんから、印刷を請け負った業者は、営業保証金からの還付は受けら
れないとなります。

なお、還付される額の限度は、宅建業者が供託している、供託人の額を限度とします。
1,000万円供託していれば、1,000万円まで、
2,000万円供託していれば、2,000万円までです。
 
では、営業保証金が還付され、本来、供託すべき営業保証金の額に不足が生じた場合はどうなるのでし
ょうか？この場合は、当然、原因を作った宅建業者が、不足した分を再度、供託することになります。
宅建業者に、免許権者から営業保証金の額に不足が生じた旨の通知が行われます。この通知を受けてか
ら 2 週間以内に、不足額を供託しなくてはいけません。もちろん、供託所は、主たる事務所の最寄りの
供託所です。そして、宅建業者が供託すれば、その旨を 2週間以内に免許権者へ届出ることになります。
しかし、2週間以内に供託できなかった場合は、業務停止処分の対象となります。

５.取戻し
宅建業者が供託してある営業保証金を、供託所から返してもらうことを、営業保証金の「取戻し」と言
っています。取戻しが発生するケースは以下の通りです。
・免許が取り消された
・免許更新しなかったため失効した
・一部の事務所を廃止した
・保管替えできなかかったため二重供託をした
・保証協会の社員になった

宅建業者が供託所に対して、取戻し請求をして、直ぐに、返してくれるケースは、二重供託のケースと
保証協会の社員となったケースのみです。

二重供託のケースは、既に移転先の供託所に、営業保証金が供託されています。と言うことは、もし、
供託金を返金した後に、還付を求めてきた者に対しても、還付することができる状態ですから、即、取
戻しができることになります。

保証協会については、こちらで詳しく書いていますが、営業保証金と同様の制度に加入したから、安心
だと言うことで、即、取戻しができます。

この 2 つのケース以外では、もし、供託金を返した後に還付を求めてこられたら、還付してやりたくて
もできない状態になります。ですから、還付を受けたいと言う方はいませんかと 6 か月間公告をし、誰
も現れなければ、供託金を返すことになります。

1つ注意して欲しいのですが、債権の消滅時効は 10年です。ですから、取戻しの原因が発生してから、10
年が経過している場合には、どのケースであっても、公告なしで、即、取戻しはできます。

６.供託所の説明
宅建業者と取引をして、損害を受けたお客さんは、営業保証金から還付を受けることができます。しか
し、お客さんは、どこの供託所に供託されているのかわかりませんね。そこで、宅建業者は、お客さん
に対して、契約が成立する前までに、どこの供託所に営業保証金を供託しているのかを、説明しなけれ
ばなりません。但し、この説明は、重要事項説明の説明事項に入っていないため、宅建士でなくても行
えます。また、口頭の説明でも構いません。

平成 28年度 問 40 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は、甲県に本店と支店を設け、営業保証金として 1,000万円の金



銭と額面金額 500万円の国債証券を供託し、営業している。この場合に関する次の記述のうち宅地建物
取引業法の規定によれば、正しいものはどれか。
１．Ａは、本店を移転したため、その最寄りの供託所が変吏（変更のスキャンミス？）した場合は、遅
滞なく、移転後の本店の最寄りの供託所に新たに営業保証金を供託しなければならない。
２．Ａは、営業保証金が還付され、営業保証金の不足額を供託したときは、供託書の写しを添附して、30
日以内にその旨を甲県知事に届け出なければならない。
３．本店でＡと宅地建物取引業に関する取引をした者は、その取引により生じた債権に関し、1,000 万
円を限度としてＡからその債権の弁済を受ける権利を有する。
４．Ａは、本店を移転したため、その最寄りの供託所が変更した場合において、従前の営業保証金を取
りもどすときは、営業保証金の還付を請求する権利を有する者に対し、一定期間内に申し出るべき旨の
公告をしなければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 29条 営業保証金の保管替え
正しい。営業保証金を「現金のみ」で供託している場合は、供託している供託所に対し、移転後の主た
る事務所の最寄りの供託所への営業保証金の「保管替え」を請求することができる。でも、営業保証金
を「現金と有価証券もしくは有価証券のみ」で供託している場合は、遅滞なく、営業保証金を移転後の
主たる事務所の最寄りの供託所に「新たに供託」し、従前の供託所に対して営業保証金の「取戻し」の
請求を行うことになる。宅建業者Ａは、現金と有価証券で営業保証金を供託しているので、遅滞なく、
移転後の本店の最寄りの供託所に「新たに営業保証金を供託」しなければならない。「マル子はタマち
ゃんと大須のメイド喫茶に行った」で「タマちゃんはメイド喫茶に行った」は正解。
２．宅地建物取引業法 28条２項 営業保証金の不足額の供託
誤り。宅建業者は、営業保証金が還付され、営業保証金の不足額を供託したときは、その供託物受入れ
の記載のある供託書の写しを添附して、二週間以内に、その旨を免許権者に届け出なければならない。
設問の「30日以内」がダメ。
３．宅地建物取引業法 27条１項 営業保証金の還付の限度額
誤り。Ａは 1,500万円を供託しているので、本店で取引して損害が出ても、支店で取引して損害が出て
も、1,500万円を限度としてＡから弁済を受けることができる。
４．宅地建物取引業法 30条２項 営業保証金の取戻し
誤り。営業保証金を取り戻す際には、原則として公告手続が必要となる。これは、還付請求権者が還付
の機会を逃さないためのシステムで、６か月以上の期間を設け、期間内に申し出るよう公告し、期間内
に申出がなかった場合に限り、営業保証金を取りもどすことができる。でも、「①主たる事務所の移転
により最寄りの供託所が変更した場合」、「②営業保証金を取り戻すことができる事由発生から 10 年経
過した場合」、「③保証協会の社員となった場合」の３つに限り、公告手続きなしで営業保証金が取り戻
せる。設問は①に該当する。

平成 27年度 問 42 宅建業法（営業保証金・保証協会）
営業保証金を供託している宅地建物取引業者Ａと宅地建物取引業保証協会（以下この問において「保証
協会」という。）の社員である宅地建物取引業者Ｂに関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定
によれば、正しいものはどれか。
１．新たに事務所を設置する場合、Ａは、主たる事務所の最寄りの供託所に供託すべき営業保証金に、
Ｂは、保証協会に納付すべき弁済業務保証金分担金に、それぞれ金銭又は有価証券をもって充てること
ができる。
２．一部の事務所を廃止した場合において、営業保証金又は弁済業務保証金を取り戻すときは、Ａ、Ｂ
はそれぞれ還付を請求する権利を有する者に対して６か月以内に申し出るべき旨を官報に公告しなけれ
ばならない。
３．ＡとＢが、それぞれ主たる事務所の他に３か所の従たる事務所を有している場合、Ａは営業保証金
として 2,500万円の供託を、Ｂは弁済業務保証金分担金として 150万円の納付をしなければならない。
４．宅地建物取引業に関する取引により生じた債権を有する者は、Ａに関する債権にあってはＡが供託
した営業保証金についてその額を上限として弁済を受ける権利を有し、Ｂに関する債権にあってはＢが
納付した弁済業務保証金分担金についてその額を上限として弁済を受ける権利を有する。

解説
１．宅地建物取引業法 64条の９第２項 弁済業務保証金分担金の納付等：方法
誤り。新たに事務所を設置した場合は、営業保証金の場合は、1支店 500万円を、本店最寄りの供託所
に供託する。その際、現金でも有価証券でも構わない。但し、有価証券の場合は、額面通りの金額を見
てくれないものもあるので注意が必要。一方、保証協会の場合は 1 支店につき 30 万円の分担金を保証
協会に納めることになるが、こちらは現金のみ。だから、「それぞれ金銭又は有価証券をもって充てる
ことができる」となっているのがダメ。
２．宅地建物取引業法 64条の 11 分担金の返還：一部事務所を廃止した場合
誤り。一部の事務所を廃止した場合、営業保証金は公告が必要だけど、保証協会については公告不要。
３．宅地建物取引業法 25条２項、同法施行令２条の４ 営業保証金と分担金の金額
正しい。営業保証金は、主たる事務所が 1,000 万円、従たる事務所 1 つにつき 500 万円だから、3 つ
従たる事務所があれば、500万円 ×3支店＝ 1,500万円。従ってＡは、1,000万円＋ 1,500万円＝ 2,500
万円を供託しなくてはならない。一方、弁済業務保証金分担金は、主たる事務所が 60 万円、従たる事
務所 1つにつき 30万円だから、3つ従たる事務所があれば、30万円 ×3支店＝ 90万円となり、60万
円＋ 90万円＝ 150万円を保証協会に納付しなくてはならない。設問通り。
４．宅地建物取引業法 64条の８第１項 弁済業務保証金の還付額
誤り。一般消費者に、宅建業による取引で損害が出た場合、Ａは 1,000 万円供託しているから、1,000
万円まで還付が受けられる。一方、Ｂは弁済業務保証金分担金を 60 万円しか納めていないから 60 万
円までしか還付できないとなると、一般消費者からしたら、だったら補償の大きいＡと取引した方がい
いと言う風になるよね。業法はそんなバカげたことは規定していない。保証協会の社員であるＢでも、
営業保証金の額に相当する額を上限に還付を受けることが可能。ＡもＢも営業保証金の額に相当する額
を上限に還付を受けることができる。
平成２６年度 問 29 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業法に規定する営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。



１．新たに宅地建物取引業を営もうとする者は、営業保証金を金銭又は国土交通省令で定める有価証券
により、主たる事務所の最寄りの供託所に供託した後に、国土交通大臣又は都道府県知事の免許を受け
なければならない。
２．宅地建物取引業者は、既に供託した額面金額 1,000 万円の国債証券と変換するため 1,000 万円の
金銭を新たに供託した場合、遅滞なく、その旨を免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出
なければならない。
３．宅地建物取引業者は、事業の開始後新たに従たる事務所を設置したときは、その従たる事務所の最
寄りの供託所に政令で定める額を供託し、その旨を免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け
出なければならない。
４．宅地建物取引業者が、営業保証金を金銭及び有価証券をもって供託している場合で、主たる事務所
を移転したためその最寄りの供託所が変更したときは、金銭の部分に限り、移転後の主たる事務所の最
寄りの供託所への営業保証金の保管替えを請求することができる。

解説
１．宅地建物取引業法 25条１項、４項、５項 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
誤り。
宅建業者は、事業を開始するまでに「①免許取得」→「②営業保証金を供託」→「③供託した旨免許権
者に届出」→「④事業開始」のプロセスを踏まなければならない。設問は②→①になってるのでダメ。
２．宅建業法施行規則 15条の 4の 2 有価証券の評価
正しい。宅地建物取引業者は、営業保証金の変換のため新たに供託したときは、遅滞なく、その旨を、
供託書正本（しょうほん）の写しを添付して、その免許を受けている国土交通大臣又は都道府県知事に
届け出るものとする。これを「営業保証金の変換の届出」と言う。設問では、額面金額 1,000万円の国
債証券に換え、1,000 万円の金銭を供託したとあり、国債証券は額面通りの金額に見てくれるので、額
面金額 1,000 万円＝現金 1,000 万円だから変換が可能。設問最後には、その旨免許権者に届け出ると
なってるので○。
３．宅地建物取引業法 25条１項 供託すべき供託所
誤り。宅建業者は、営業保証金を主たる事務所の最寄りの供託所に供託しなければならない。従たる事
務所を新設した場合であっても、追加供託する先は、主たる事務所の最寄りの供託所。「従たる事務所
の最寄りの供託所」がダメ。
４．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
誤り。営業保証金の保管替え手続が利用できるのは「金銭のみをもって営業保証金を供託しているとき」
に限られる。設問のように、金銭と有価証券を合わせて供託している場合には、保管替え手続を利用す
ることはできない。いったん二重供託した上で「取り戻し」の手続をしなければならない。

平成２５年度 問２７ 宅建業法(営業保証金)
宅地建物取引業者の営業保証金に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法(以下この間において「法」
という。)の規定によれば、正しいものはどれか。
１．宅地建物取引業者は、不正の手段により法第 3条第 1項の免許を受けたことを理由に免許を取り消
された場合であっても、営業保証金を取り戻すことができる。
２．信託業法第 3 条の免許を受けた信託会社で宅地建物取引業を営むものは、国土交通大臣の免許を受
けた宅地建物取引業者とみなされるため、営業保証金を供託した旨の届出を国土交通大臣に行わない場
合は、国土交通大臣から免許を取り消されることがある。
３．宅地建物取引業者は、本店を移転したためその最寄りの供託所が変更した場合、国債証券をもって
営業保証金を供託しているときは、遅滞なく、従前の本店の最寄りの供託所に対し、営業保証金の保管
換えを請求しなければならない。
４．宅地建物取引業者は、その免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事から、営業保証金の額が政
令で定める額に不足することとなった旨の通知を受けたときは、供託額に不足を生じた日から 2 週間以
内に、その不足額を供託しなければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 30条１項 営業保証金の取戻し
正しい。免許の取消処分を受けた場合でも、営業保証金を取り戻すことは可能。営業保証金は、あくま
で取引関係者に弁済できなくなった場合の還付のために供託しているだけで、違法行為を行った場合の
ペナルティではない。ちなみに、「取り戻し」の際には、還付請求者が還付の機会を逃さないために、
６か月以上の期間に申し出るよう公告する必要がある。この期間に申出がなかった場合に限り、営業保
証金を取り戻すことができる。
２．宅地建物取引業法 77条１項、25条７項 信託会社に関する特例
誤り。信託業法第 3 条の免許を受けた信託会社は、国土交通大臣の免許を受けた宅地建物取引業者とみ
なされる。そして、信託会社が宅地建物取引業を営もうとするときは、営業保証金等を供託した後、そ
の旨を国土交通大臣に届け出ることで、宅建業を開始することができる。要は、信託会社は無免許で、
宅建業が営めるわけだ。もともと無免許の者に対して、免許を取り消すと言うことは物理的に無理な話。
３．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
誤り。営業保証金の保管替え手続が利用できるのは「金銭のみをもって営業保証金を供託しているとき」
に限られる。設問のように、国債証券で供託している場合には、保管替え手続を利用することはできず、
いったん二重供託した上で取り戻しの手続をしなければならない。
４．宅地建物取引業法 28条１項、営業保証金規則４条 営業保証金の不足額の供託
誤り。営業保証金の還付により、営業保証金の額が政令で定める額に不足することとなった場合、宅建
業者は、免許権者から不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けた日から２週間以内にその不足額を
供託しなければならない。「供託額に不足を生じた日から２週間」がダメ。

平成 24年度 問 33 宅建業法(営業保証金)
宅地建物取引業者 A 社の営業保証金に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定によれば、正し



いものはどれか。
１．A社が地方債証券を営業保証金に充てる場合、その価額は額面金額の 100分の 90である。
２．A社は、営業保証金を本店及び支店ごとにそれぞれ最寄りの供託所に供託しなければならない。
３．A 社が本店のほかに 5 つの支店を設置して宅地建物取引業を営もうとする場合、供託すべき営業保
証金の合計額は 210万円である。
４．A 社は、自ら所有する宅地を売却するに当たっては、当該売却に係る売買契約が成立するまでの問
に、その買主に対して、供託している営業保証金の額を説明しなければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条３項、同法施行規則 15条１項 有価証券の評価
正しい。国債＝額面全額（100％）、地方債＝額面金額の 90％、その他＝額面金額の 80％
２．宅地建物取引業法 25条１項 供託すべき供託所
誤り。宅建業者は、営業保証金を主たる事務所の最寄りの供託所に供託しなければならない。「本店及
び支店ごとにそれぞれ最寄りの供託所」じゃなくて、本店と支店をまとめて供託。
３．宅地建物取引業法 25条２項、同法施行令２条の４ 営業保証金の金額
誤り。宅建業を営むにあたって供託すべき営業保証金は、主たる事務所（本店）につき 1000 万円、そ
の他の事務所（支店）１か所につき 500万円だから、合計３５００万円の供託が必要。設問の２１０万
円は保証協会に加入する場合の金額。
４．宅地建物取引業法 35条の２ 供託所等に関する説明
誤り。宅建業者は、取引の相手方に対して、契約成立するまでの間に、「①営業保証金を供託している
業者」と「②供託所とその所在地」について説明しなければならない。でも、この中に「営業保証金の
額」は含まれていない。

平成 23年度 問 30 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ社（甲県知事免許）の営業保証金に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規
定によれば、正しいものはどれか。
１．Ａ社は、甲県の区域内に新たに支店を設置し宅地建物取引業を営もうとする場合、甲県知事にその
旨の届出を行うことにより事業を開始することができるが、当該支店を設置してから３月以内に、営業
保証金を供託した旨を甲県知事に届け出なければならない。
２．甲県知事は、Ａ社が宅地建物取引業の免許を受けた日から３月以内に営業保証金を供託した旨の届
出をしないときは、その届出をすべき旨の催告をしなければならず、その催告が到達した日から１月以
内にＡ社が届出をしないときは、Ａ社の免許を取り消すことができる。
３．Ａ社は、宅地建物取引業の廃業により営業保証金を取り戻すときは、営業保証金の還付を請求する
権利を有する者（以下この問において「還付請求権者」という。）に対して公告しなければならないが、
支店の廃止により営業保証金を取り戻すときは、還付請求権者に対して公告する必要はない。
４．Ａ社は、宅地建物取引業の廃業によりその免許が効力を失い、その後に自らを売主とする取引が結
了した場合、廃業の日から 10 年経過していれば、還付請求権者に対して公告することなく営業保証金
を取り戻すことができる。

解説
１．宅地建物取引業法 26条、25条 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
誤り。宅建業者が新たに支店を新設する場合、「①営業保証金（500 万円）を主たる事務所のもよりの
供託所に供託」→「②供託した旨を免許権者に届出」→「③事業の開始」の手順になるのだけど、設問
では事業開始後に供託・届出をしているのでダメ。ちなみに、「３ヶ月以内」というのは、宅建業者が
営業保証金を供託したと免許権者に報告しないときに、免許権者は免許を与えて３ヶ月以内に「届け出
ろ！」と催告する期間。それでも、催告から１ヶ月届出がないと免許を取り消される。
２．宅地建物取引業法 25条６項 営業保証金を供託しない場合の措置
正しい。設問１で書いた。
３．宅地建物取引業法 30条１項・２項
誤り。宅建業の廃業も支店の廃止も、いずれの場合にも還付請求権者に対して公告する必要がある。ち
なみに、還付請求権者に対する公告が不要なのは、「①保管替え」「②事由発生から 10 年経過」「③保証
協会に加入」の３つのパタンだけ。
４．宅地建物取引業法 76条 免許取消し等に伴う取引の結了
誤り。宅建業を廃業しても、取引が完了していない案件に対しても、営業保証金の効果は及ぶので、そ
の案件の取引が終わった日から 10 年で、営業保証金の還付請求権は時効により消滅するので、公告不
要で、営業保証金を取り戻すことができる。設問は「廃業の日から 10 年」になっているのでダメ。ち
なみに、営業保証金を取り戻すことができる事由というのは「取引が完了したとき」で「廃業」ではな
い。

平成 22年度 問 31 宅建業法(営業保証金)
宅地建物取引業者の営業保証金に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定によれば、誤ってい



るものはどれか。なお、この問において、「還付請求権者」とは、同法第 27 条第１項の規定に基づき、
営業保証金の還付を請求する権利を有する者をいう。
１．宅地建物取引業者は、宅地建物取引業に関し不正な行為をし、情状が特に重いとして免許を取り消
されたときであっても、営業保証金を取り戻すことができる場合がある。
２．宅地建物取引業者は、免許の有効期間満了に伴い営業保証金を取り戻す場合は、還付請求権者に対
する公告をすることなく、営業保証金を取り戻すことができる。
３．宅地建物取引業者は、一部の支店を廃止したことにより、営業保証金の額が政令で定める額を超え
た場合は、還付請求権者に対し所定の期間内に申し出るべき旨を公告し、その期間内にその申出がなか
ったときに、その超過額を取り戻すことができる。
４．宅地建物取引業者は、宅地建物取引業保証協会の社員となった後において、社員となる前に供託し
ていた営業保証金を取り戻す場合は、還付請求権者に対する公告をすることなく、営業保証金を取り戻
すことができる。

解説
１．宅地建物取引業法 30条１項 営業保証金の取戻し
正しい。営業保証金の基本的な考えは、宅建業者がお客さんに損害を与えた場合に、支払うためのもの
だから、免許を取り消されて営業保証金の意味がなくなれば、最終的には宅建業者に返却することにな
る。
２．宅地建物取引業法 30条２項 営業保証金の取戻し
誤り。営業保証金を取り戻すためには、還付請求権者に対する公告が必要。公告をせずに営業保証金を
取り戻すことができるケースは、「①有価証券で供託していたため保管替えができないので新たに供託
したら、従前に有価証券で供託した営業保証金は公告なしに取り戻せる」「②営業保証金を供託して営
業を始めたが、その後保証協会の社員となった場合は、公告なしに営業保証金は取り戻せる」「③宅地
建物取引業の廃業によりその免許が効力を失い、その後に自らを売主とする取引が結了の日から 10 年
経過していれば、還付請求権者に対して公告することなく営業保証金を取り戻すことができる」
設問はこの３つに含まれないので、公告が必要。
３．宅地建物取引業法 30条２項 営業保証金の取戻し
正しい。支店を廃止したのだから、支店開設時に供託している１支店につき 500万円の営業保証金を「返
せー！」と言える。但し、その場合も広告をして「被害に合った方はいませんか？」と公告をした後に
返還となる。
４．宅地建物取引業法 64条の 14第１項 保証協会に加入した場合の営業保証金の取戻し
正しい。設問２で説明した公告なしで供託金が取り戻せるケースの②。あ、別のブログのまとめはこう
なってる。
「①主たる事務所の移転により最寄りの供託所が変更した場合」、「②営業保証金を取りもどすことがで
きる事由発生から 10年経過した場合」「③保証協会の社員となった場合」。あれ？

平成 21年度 問 30 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（国土交通大臣免許）が、宅地建物取引業法の規定に基づき供託する営業保証金に
関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
１．Ａは、営業保証金を主たる事務所又はその他の事務所のいずれかの最寄りの供託所に供託すること
ができる。
２．Ａが営業保証金を供託した旨は、供託所から国土交通大臣あてに通知されることから、Ａがその旨
を直接国土交通大臣に届け出る必要はない。
３．Ａとの取引により生じた電気工事業者の工事代金債権について、当該電気工事業者は、営業継続中
のＡが供託している営業保証金から、その弁済を受ける権利を有する。
４．営業保証金の還付により、営業保証金の額が政令で定める額に不足することとなった場合、Ａは、
国土交通大臣から不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けた日から２週間以内にその不足額を供託
しなければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条１項 供託すべき供託所
誤り。営業保証金を供託すべき供託所は「主たる事務所のもよりの供託所」。「その他の事務所のもより
の供託所」に供託することはできない。
２．宅地建物取引業法 25条４項 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
誤り。営業保証金を供託した場合、その旨を宅建業者が直接免許権者（本問では国土交通大臣）に届け
出なければならない。「供託所から国交大臣宛に通知される」ことはない。
３．宅地建物取引業法 27条１項 弁済の対象となる債権
誤り。営業保証金の還付の対象となる取引は、宅建業に関するものに限られる。電気工事の代金支払は
宅建業に関する取引ではないので、還付の対象とはならない。
４．宅地建物取引業法 28条１項 営業保証金の不足額の供託
正しい。営業保証金の還付により、営業保証金の額が政令で定める額に不足することとなった場合、宅
建業者は、免許権者（本問では国土交通大臣）から不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けた日か
ら２週間以内にその不足額を供託しなければならない。

平成 20年度 問 34 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）は、甲県内に本店Ｘと支店Ｙを設置して、額面金額 1,000万円の



国債証券と 500万円の金銭を営業保証金として供託して営業している。この場合の営業保証金に関する
次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいものはどれか。なお、本店Ｘと支店Ｙとで
は、最寄りの供託所を異にする。
１．Ａが新たに支店Ｚを甲県内に設置したときは、本店Ｘの最寄りの供託所に政令で定める額の営業保
証金を供託すれば、支店Ｚでの事業を開始することができる。
２．Ａが、Ｙを本店とし、Ｘを支店としたときは、Ａは、金銭の部分に限り、Ｙの最寄りの供託所への
営業保証金の保管替えを請求することができる。
３．Ａは、額面金額 1,000万円の地方債証券を新たに供託すれば、既に供託している同額の国債証券と
変換することができる。その場合、遅滞なく、甲県知事に営業保証金の変換の届出をしなければならな
い。
４．Ａは、営業保証金の還付が行われ、営業保証金が政令で定める額に不足することになったときは、
その旨の通知書の送付を受けた日から 2 週間以内にその不足額を供託しなければ、免許取消の処分を受
けることがある。

解説
１．宅地建物取引業法 26条２項 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
誤り。営業保証金を供託しただけでは支店Ｚでの営業を開始することはできない。供託した旨を免許権
者（本問では甲県知事）に届け出た後でなければ、事業を開始することはできない。
２．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
誤り。営業保証金の保管替え手続が利用できるのは「金銭のみをもって営業保証金を供託しているとき」
に限られる。設問のように現金と有価証券を合わせて供託している場合には、保管替え手続を利用する
ことはできず、いったん二重供託した上で取り戻しの手続をしなければならない。
３．宅地建物取引業法 25条３項 有価証券の評価
誤り。額面 1,000万円の国債証券は額面通り 1,000万円として評価されるが、地方債証券は額面の 90
％の価額としてしか評価されないので、国債証券と同額の交換はできない。
４．宅地建物取引業法 28条１項 営業保証金の不足額の供託
正しい。営業保証金の還付により営業保証金が不足した場合には、免許権者から通知書の送付を受けた
日から２週間以内に不足額を供託しなければならない。この義務を怠ったときには、業務停止処分を受
けることがあり、さらに情状が特に重い場合には、免許取消処分を受けることもある。

平成 19年度 問 37 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）の営業保証金に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定
によれば、誤っているものはどれか。なお、Ａは、甲県内に本店と一つの支店を設置して事業を営んで
いるものとする。
１．Ａが販売する新築分譲マンションの広告を受託した広告代理店は、その広告代金債権に関し、Ａが
供託した営業保証金からその債権の弁済を受ける権利を有しない。
２．Ａは、免許の有効期間の満了に伴い、営業保証金の取戻しをするための公告をしたときは、遅滞な
く、その旨を甲県知事に届け出なければならない。
３．Ａは、マンション３棟を分譲するための現地出張所を甲県内に設置した場合、営業保証金を追加し
て供託しなければ、当該出張所でマンションの売買契約を締結することはできない。
４．Ａの支店でＡと宅地建物取引業に関する取引をした者は、その取引により生じた債権に関し、1,500
万円を限度として、Ａが供託した営業保証金からその債権の弁済を受ける権利を有する。

解説
１．宅地建物取引業法 27条１項 弁済の対象となる債権
正しい。営業保証金から弁済を受ける対象となる取引は、宅建業に関するものに限られる。広告代理店
との広告に関する取引は宅建業に関する取引ではないので、還付の対象とはならない。還付の対象にな
らない取引として、過去に出題されたものは「電気工事代金」「内装工事代金」「広告代金」「印刷代金」
で、これは宅建業務とは関係ない。
２．営業保証金規則８条３項 営業保証金の取戻し
正しい。「①免許の有効期間満了」、「②廃業等の届出」、「③免許取消」、「④一部事務所の廃止」以外の
理由で営業保証金を取り戻そうとするときは公告の手続きが必要。あれ？「①主たる事務所の移転によ
り最寄りの供託所が変更した場合」、「②営業保証金を取りもどすことができる事由発生から 10 年経過
した場合」「③保証協会の社員となった場合」じゃないの？また、この公告をした旨を、遅滞なく、免
許権者に届け出る必要がある。
３．宅地建物取引業法 25条２項 営業保証金算定の基礎となる「事務所」
誤り。営業保証金供託の対象となるのは事務所（本店と支店）だけ。現地出張所は「事務所の数」の内
には入らない。
４．宅地建物取引業法 25条２項、他 営業保証金の金額
正しい。Ａが供託している営業保証金は、本店の 1,000 万円、支店の 500 万円で、合計 1,500 万円だ
から、Ａと宅建業に関する取引をした者は、供託された 1,500万円を限度として、営業保証金から債権
の弁済を受けることができる。

平成 18年度 問 34 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業法に規定する営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。



１．宅地建物取引業の免許を受けた者は、事業を開始した日から３月以内に営業保証金を供託し、その
旨を免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。
２．宅地建物取引業者は、事業の開始後新たに支店を設置したときは、その支店の最寄りの供託所に政
令で定める額を供託し、その旨を免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出なければならな
い。
３．金銭のみをもって営業保証金を供託している宅地建物取引業者は、その本店を移転したためその最
寄りの供託所が変更した場合、遅滞なく、供託している供託所に対し、移転後の本店の最寄りの供託所
への営業保証金の保管替えを請求しなければならない。
４．宅地建物取引業者は、取引の相手方の権利の実行により営業保証金の額が政令で定める額に不足す
ることとなったときは、通知書の送付を受けた日から２週間以内に不足額を金銭で供託しなければなら
ない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条１項、他 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
誤り。「免許取得→供託→届出→事業開始」の手順。設問は「免許取得→事業開始→供託→届出」にな
っている。
２．宅地建物取引業法 26条、25条 供託すべき供託所
誤り。宅建業者が新たに支店を設置する場合、新たな供託金５００万円を主たる事務所の最寄りの供託
所に供託する。「その支店の最寄りの供託所」じゃない。
３．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
正しい。金銭のみで営業保証金を供託している場合に、本店を移転し最寄りの供託所が変更した場合に
は、保管替えを請求するだけでよい。
４．宅地建物取引業法 28条１項、３項 営業保証金の不足額の供託
誤り。ほとんで合ってるけど、「金銭にて」だけがダメ。営業保証金の額が不足した場合には通知の日
から２週間以内に不足額を供託しなければならないけど、有価証券でもＯＫ。

平成 17年度 問 33 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）の営業保証金に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定
によれば、正しいものはどれか。
１．Ａは、甲県の区域内に新たに二つの支店を設け宅地建物取引業を営もうとする場合、額面金額 1,000
万円の地方債証券を供託して営業保証金に充てれば足りる。
２．家主Ｂは、居住用建物の賃貸の管理委託契約をＡと締結していたが、Ａが借主から収受した家賃を
約束期日が過ぎてもＢに支払わなかった。この場合、Ｂは、Ａが供託した営業保証金からその債権の弁
済を受ける権利を有する。
３．印刷業者Ｃは、Ａが行う宅地建物の売買に関する広告の印刷依頼を受け、印刷物を作成し納品した
が、ＡがＣに対しその代金を支払わなかった。この場合、Ｃは、Ａが供託した営業保証金からその債権
の弁済を受ける権利を有する。
４．Ａは、買主Ｄに対し、土地付建物の売買契約を締結する前に、営業保証金を供託した主たる事務所
のもよりの供託所及びその所在地について説明するようにしなければならない。

解説
１．宅建業法 25条３項、同法施行規則 15条１項２号 有価証券の評価
誤り。支店を２つ設ける場合は１支店あたり 500 万円だから、全部で 1,000 万円の営業保証金を供託
しなければならないが、地方債は額面金額の 90 ％の評価なので、額面金額 1,000 万円分の地方債証券
を供託しても、900万円分の営業保証金にしかならない。あと 100万円分不足。
２．宅地建物取引業法 27条１項 弁済の対象となる債権
誤り。営業保証金から弁済を受ける対象となる取引は、宅建業に関するものに限られる。建物の管理で
あろうと、駐車場の管理であろうと、管理業務は宅建業には当たらない。
３．宅地建物取引業法 27条１項 弁済の対象となる債権
誤り。これも設問２と同じで、「広告の印刷依頼」は宅建業に当たらないので、営業保証金からその債
権の弁済を受けることができない。
４．宅地建物取引業法 35条の２ 供託所等に関する説明
正しい。宅建業者は、取引の相手方に対して、契約成立するまでの間に供託所等について説明しなけれ
ばならない。ちなみに、重説じゃないので、宅建士が説明しなくてもいいし、口頭説明でいいし、供託
した金額は説明しなくても良い。

平成 16年度 問 35 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が本店と２つの支店を有する場合、Ａの営業保証金に関する次の



記述のうち、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいものはどれか。
１．Ａは新たに２つの支店を設置し、同時に１つの支店を廃止したときは、500 万円の営業保証金を本
店のもよりの供託所に供託し、業務を開始した後、遅滞なくその旨を甲県知事に届け出なければならな
い。
２．Ａが２つの支店を廃止し、その旨の届出をしたときは、営業保証金の額が政令で定める額を超える
こととなるので、その超過額 1,000万円について公告をせずに直ちに取り戻すことができる。
３．Ａが営業保証金を取り戻すために公告をしたときは、２週間以内にその旨を甲県知事に届け出なけ
ればならず、所定の期間内に債権の申出がなければその旨の証明書の交付を甲県知事に請求できる。
４．Ａは営業保証金の還付がなされ、甲県知事から政令で定める額に不足が生じた旨の通知を受け、そ
の不足額を供託したときは、２週間以内にその旨を甲県知事に届け出なければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条１項・４項・５項 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
誤り。先ず「供託→事業開始→届出」じゃない。ちなみに、２つの支店を新設して１つの支店を廃止す
るのだから、１つは相殺されて５００万円だけ供託すれば良い気もするし、新設２店分の１０００万円
を供託して１店分を取り戻すことになる気もする。これには正解がないそうだ。平成９年問３４では「１
店新設、１店廃止の場合は、新たに営業保証金を供託する必要はない」が正解だったそうだ。
２．宅地建物取引業法 30条１項・２項 営業保証金の取戻し
誤り。公告が不要なのは「①有価証券で供託していたために保管替えではなく新たに供託した（２重供
託）」場合と、「②保証協会の社員となった」場合と、「取戻し事由発生から 10 年を経過した」場合の３
つ。公告して取り返せるのが「③免許を取り消された場合」、「④免許を更新せず失効した場合」、「⑤一
部の事務所を廃止した場合」の３つ。計５つが「取り戻せる場合」になる。設問は⑤に当たるので、広
告をして取り戻すことになる。
３．宅地建物取引業者営業保証金規則８条３項 公告の届出
誤り。宅建業法で「2 週間以内」に何かしなさいと言うのは、緊急性がある場合。営業保証金を取り戻
すための公告だから緊急性があるとは思えないし、宅建業者にとってみれば営業保証金を早く取り戻し
たいはずだから免許権者に「早くしろ！」なんて言わなくても、サッサとやるはず。だから「２週間以
内」がダメ。公告に対して申し出がないと、その証明書が免許権者からもらえるんだね。
４．宅地建物取引業法 28条１項・２項 営業保証金の不足額の供託
その通り。営業保証金が不足する事態は緊急性がある。宅建業法で緊急性が求められる事項は、期間が 2
週間以内となっているので、「不足額を供託したぞ！」とすぐに連絡しないといけない。

平成 15 年度 問 34 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定に違反しない
ものはどれか。なお、本店と支店とは、もよりの供託所を異にする。
１．Ａは、１棟 50 戸のマンションの分譲を行う案内所を甲県内に設置し、その旨を甲県知事に届け出
た後、営業保証金を追加して供託せずに当該案内所において分譲を開始した。
２．Ａは、甲県内に１つの支店を新設したので、１週間後に営業保証金として 500万円を当該支店のも
よりの供託所に供託した。
３．Ａは、甲県内に２つの支店を新設し、本店のもよりの供託所に 1,000万円を供託し、営業を開始し
た後、営業保証金を供託した旨を甲県知事に届け出た。
４．Ａは、支店を廃止したため、Ａの営業保証金につき、Ａとの宅地建物取引業に関する取引により生
じた債権を有する者は３ヵ月以内に申し出るべき旨の公告をしたが、申出がなかったので、営業保証金
を取り戻した。

解説
１．宅地建物取引業法 25条２項 営業保証金算定の基礎となる「事務所」
違反しない。営業保証金供託の対象となるのは事務所だけ。案内所を設置したとしても、営業保証金の
追加供託は不要で、宅地建物取引業法に違反しない。
２．宅地建物取引業法 25条１項 供託すべき供託所
違反する。営業保証金を供託すべき供託所は「主たる事務所のもよりの供託所」。「支店のもよりの供託
所」に供託
することは宅建業法に違反する。
３．宅地建物取引業法 25条１項・４項・５項 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
違反する。「支店新設→供託→届出→営業開始」じゃないといけないのに、「支店新設→供託→営業開始
→届出」になっているのでダメ。
４．宅地建物取引業法 30条２項 営業保証金の取戻し
違反する。支店廃止のため営業保証金を取りもどす為には６ヵ月の公告期間中に「申し出ろ！」と言わ
ないといけない。「３ヶ月以内に」がダメ。

平成 14年度 問 33 宅建業法（営業保証金と弁済業務保証金）
Ａは、宅地の売買契約の解除に伴い、売主である宅地建物取引業者Ｂ（国土交通大臣免許）に対して手



付金の返還請求権を有し、媒介業者Ｃ（甲県知事免許）に対しては媒介報酬の返還請求権を有する。し
かし、Ｂ、Ｃいずれも請求に応じない。Ｂは営業保証金を供託所に供託しており、Ｃは宅地建物取引業
保証協会に加入していた。この場合、宅地建物取引業法の規定によれば、次の記述のうち誤っているも
のはどれか。
１．Ａは、その権利を実行するため、Ｂに関しては営業保証金の還付を、Ｃに関しては弁済業務保証金
の還付を、同時に供託所に申し立てることができる。
２．Ａは、営業保証金についてＢに関する権利を実行する場合は、債権額、債権発生の原因たる事実等
を記載した一定の様式による書面の提出が必要である。
３．Ａは、弁済業務保証金についてＣに関する権利を実行する場合は、宅地建物取引業保証協会の認証
を受けなければならない。
４．Ａの権利実行により、還付がなされた場合は、Ｂは国土交通大臣から通知を受けてから、Ｃは甲県
知事から通知を受けてから、それぞれ２週間以内に不足額を供託しなければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 27 条１項 営業保証金、 宅地建物取引業法 64 条の８第１項 弁済業務保証
金
正しい。手付金返還請求権も媒介報酬返還請求権も宅建業の取引。そして、弁済業務保証金の還付には
保証協会の承認が必要なので、営業保証金の還付請求と保証協会の承認とのタイミングを合わせれば「同
時に供託所に申し立てること」も可能。
２．宅地建物取引業法 27条１項 営業保証金の還付手続き
正しい。供託所に対して、口頭による請求ではないだろうと想像はつくはず。営業保証金についてＢに
関する権利を実行するには、債権額、債権発生の原因たる事実等を記載した一定の様式による書面を提
出しなければならない
３．宅地建物取引業法 64条の８第２項 弁済業務保証金の還付手続
正しい。設問１で説明したように、弁済業務保証金についてＣに関する権利を実行するには、宅地建物
取引業保証協会の認証を受けなければならない。
４．宅地建物取引業法 28条１項、営業保証金規則４条 不足額の供託
誤り。宅建業者Ｂに関しては、国土交通大臣から通知を受けてから 2 週間以内に不足額の供託をしなけ
ればならない。一方、宅建業者Ｃに関しては、保証協会から通知を受けた日から 2 週間以内に、保証協
会に還付充当金を納付しなければならない。だから「Ｃは甲県知事からの通知を受けてから」がダメ。
なぜなら、供託所に供託する「弁済業務保証金」は、保証協会が供託しているから。開業に当たり宅建
業者が保証協会に支払う、本店 60万、支店 1つにき 30万と言うお金は、「弁済業務保証金分担金」と
言う名称で、保証協会がその「弁済業務保証金分担金」を「弁済業務保証金」と名称を代えて、供託所
に供託している。だから、その「弁済業務保証金」に不足が生じたら、保証協会が不足額を回収して供
託することになる。

平成 13年度 問 33 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業法に規定する営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
１．営業保証金の供託は、必ず、主たる事務所のもよりの供託所に金銭を供託する方法によらなければ
ならない。
２．新たに宅地建物取引業を営もうとする者は、営業保証金を供託所に供託した後に、国土交通大臣又
は都道府県知事の免許を受けなければならない。
３．宅地建物取引業者は、営業保証金の還付が行われ、営業保証金が政令で定める額に不足することに
なったときは、通知書の送付を受けた日から２週間以内にその不足額を供託しなければ、業務停止の処
分を受けることがあるが、免許取消しの処分を受けることはない。
４．宅地建物取引業者との取引により生じた債権であっても、内装業者の内装工事代金債権については、
当該内装業者は、営業継続中の宅地建物取引業者が供託している営業保証金について、その弁済を受け
る権利を有しない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条３項 供託の方法
誤り。営業保証金の供託は、金銭のみならず、一定の有価証券（国債証券、地方債証券など）をもって
行うこともできる。
２．宅地建物取引業法 25条１項・４項・５項 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
誤り。「免許取得 or 支店新設→供託→届出→事業開始」じゃないといけないのに、「供託→免許取得→
営業」の順番になっているのでダメ。
３．宅地建物取引業法 66条１項９号 営業保証金の不足額の供託
誤り。還付により営業保証金が不足したら、免許権者から通知を受けた日から 2 週間以内に不足額を供
託しないといけない。これをしないと業務停止や免許取消になる。「免許取消の処分をうけることはな
い」がダメ。
４．
宅地建物取引業法 27条１項 弁済の対象となる債権
正しい。営業保証金の還付の対象となる取引は、宅建業に関するものに限られるので、内装業者との取
引は宅建業に関する取引ではないから還付の対象とはならない。

平成 12年度 問 44 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）の営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。



１．Ａは、甲県知事の免許を受けた日から１月以内に、政令で定める額の営業保証金を主たる事務所の
もよりの供託所に供託し、かつ、その旨を甲県知事に届け出なければ、事業を開始することができない。
２．Ａは、事業の開始後新たに事務所を設置したときは、２週間以内に政令で定める額の営業保証金を
主たる事務所のもよりの供託所に供託し、かつ、その旨を甲県知事に届け出なければならない。
３．Ａは、宅地又は建物の売買契約を締結しようとするときは、当該契約が成立するまでの間に、相手
方に対して、営業保証金を供託した供託所及びその所在地並びに供託金の額について説明しなければな
らない。
４．Ａが、営業保証金を金銭のみで供託している場合で、免許換えにより主たる事務所のもよりの供託
所が変更したとき、Ａは、遅滞なく、変更前の供託所に対し、変更後の供託所への営業保証金の保管替
えを請求しなければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条１項・４項・５項 営業保証金供託の期間
誤り。「免許取得→供託→届出→事業開始」なのだけど、いつまでに供託するかについての規定はない。
だから「免許を受けた日から１月以内」がダメ。宅建業者は早く事業を開始したいので、放ったらかし
ていてもすぐにやる。ちなみに、供託したことを届出るにを 3 ヶ月怠れば免許権者から「届け出ろ！」
と催促があり、それを 1ヶ月無視すると免許取消になる。
２．宅地建物取引業法 26条、25条１項・４項・５項 営業保証金供託の期間
誤り。「支店新設→供託→届出→事業開始」なのだけど、設問１と同じで、いつまでに供託して届け出
ろという規定はない。「2 週間以内に供託して、かつ届け出る」がダメ。早く業務を開始したいので、
言わなくてもすぐにやる。
３．宅地建物取引業法 35条の２第１号 供託所等に関する説明
誤り。営業保証金の供託所及びその所在地については説明しなければならないが、供託金の額について
は説明する必要はない。
４．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
正しい。宅建業者が金銭のみで供託をしている場合において免許換えが生じた場合、宅建業者は遅滞な
く営業保証金の保管替えを請求しなければならない。ちなみに、金銭以外を含めて供託していた場合に
は、二重に供託した上で取り戻しの手続をとることになる。

平成 11年度 問 38 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）の営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
１．Ａが有価証券を営業保証金に充てるときは、国債証券についてはその額面金額を、地方債証券又は
それら以外の債券についてはその額面金額の百分の九十を有価証券の価額としなければならない。
２．Ａは、取引の相手方の権利の実行により営業保証金の額が政令で定める額に不足することとなった
ときは、甲県知事から不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けた日から２週間以内にその不足額を
供託しなければならない。
３．Ａが販売する宅地建物についての販売広告を受託した者は、その広告代金債権に関し、Ａが供託し
た営業保証金について弁済を受ける権利を有する。
４．Ａが、営業保証金を金銭と有価証券で供託している場合で、本店を移転したためもよりの供託所が
変更したとき、Ａは、金銭の部分に限り、移転後の本店のもよりの供託所への営業保証金の保管替えを
請求することができる。

解説
１．宅地建物取引業法 25条３項、同法施行規則 15条１項 有価証券の評価
誤り。有価証券を営業保証金に充てる場合、地方債証券・政府保証債券は額面金額の 90 ％、その他の
債券は額面金額の 80 ％の評価額になる。「地方裁証券又はそれ以外の証券」と、２つを一緒にしている
のがダメ。
２．宅地建物取引業法 28条１項、営業保証金規則３条・４条 業保証金の不足額の供託
正しい。緊急性を要するものは、2週間！
３．宅地建物取引業法 27条１項 弁済の対象となる債権
誤り。営業保証金の還付の対象となる取引は、宅地建物取引業に関するものに限られる。広告代金債権
は宅建業に関する債権ではないので、還付の対象とはならない。
４．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
誤り。営業保証金の保管替え手続が利用できるのは「金銭のみをもって営業保証金を供託しているとき」
に限られる。現金と有価証券を合わせて供託している場合には、いったん二重供託した上で取りもどし
の手続をしなければならない。
「金銭の部分に限り保管替え」という手続きはありえない。

平成 10年度 問 37 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）の営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。



１．Ａは、本店について 1,000 万円、支店１ヵ所について 500 万円の営業保証金を、それぞれの事務
所のもよりの供託所に供託しなければならない。
２．Ａが免許を受けてから１月以内に営業保証金を供託した旨の届出をしない場合は、甲県知事から届
出をすべき旨の催告を受け、さらに催告が到達した日から１月以内に届出をしないと免許を取り消され
ることがある。
３．Ａは、事業の開始後新たに１の支店を設置したときは、500 万円の営業保証金を供託しなければな
らないが、この供託をした後であれば、その旨の届出をする前においても、当該支店における事業を行
うことができる。
４．Ａは、免許失効に伴う営業保証金の取戻しのため、Ａとの宅地建物取引業に関する取引により生じ
た債権を有する者に対し所定の期間内に申し出るべき旨の公告をしたときは、遅滞なく、その旨を甲県
知事に届け出なければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条１項 供託すべき供託所
誤り。宅建業者は、営業保証金を主たる事務所のもよりの供託所に供託しなければならない。「本店及
び支店ごとにそれぞれ最寄りの供託所」がダメ。
２．宅地建物取引業法 25条７項 業保証金を供託しない場合の措置
誤り。供託したことを届出るにを 3ヶ月怠れば免許権者から「届け出ろ！」と催促があり、それを 1ヶ
月無視すると免許取消になる。「1ヶ月以内に営業保証金を供託した旨の届けで」がダメ。
３．宅地建物取引業法 26 条、同法 25 条１項・４項・５項 免許取得 or 支店新設→供託→届出→事業
開始
誤り。支店を増設する場合も、宅建業を開業する場合と同様、「支店新設→供託→届出→事業開始」な
のだから、「その旨の届出をする前においても～事業を行える」がダメ。
４．営業保証金規則８条３項 営業保証金の取戻し(公告の届出）
正しい。免許の有効期間の満了に伴う営業保証金の取戻しには、先ずは公告をして、次に公告をした旨
を免許権者である甲県知事に届け出なければならない。

平成 9年度 問 34 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａ（甲県知事免許）が、甲県内に本店と支店ａを設置して営業しようとし、又は営業
している場合の営業保証金に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定によれば、誤っているも
のはどれか。
１．Ａが、甲県知事から営業保証金の供託の届出をすべき旨の催告を受けたにもかかわらず、その催告
が到達した日から１月以内に届出をしない場合、Ａは、実際に供託をしていても、免許の取消処分を受
けることがある。
２．Ａと支店ａで宅地建物取引業に関する取引をした者は、その支店ａにおける取引により生じた債権
に関し、500万円を限度として、Ａの供託した営業保証金の還付を請求することができる。
３．Ａが、新たに甲県内に支店ｂを設置したが、同時に従来の支店ａを廃止したため、事務所数に変更
を生じない場合、Ａは、新たに営業保証金を供託する必要はない。
４．Ａが支店ａを廃止し、営業保証金の額が政令で定める額を超えた場合において、Ａは、その超過額
について、還付請求権者に対し所定の期間内に申し出るべき旨の公告をし、その期間内に申出がないと
き、当該超過額を取り戻すことができる。

解説
１．宅地建物取引業法 25条７項 営業保証金を供託しない場合の措置
正しい。供託したことを届出るのを 3 ヶ月怠れば免許権者から「届け出ろ！」と催促があり、それを 1
ヶ月無視すると免許取消になる。「届出をしない」ことが取消事由になるのであって、実際には供託を
していたとしても、結論に変わりはない。
２．宅地建物取引業法 27条１項 営業保証金の還付の限度額
誤り。還付の対象となる営業保証金は、その宅建業者が供託した全ての営業保証金だから、、本店＝ 1,000
万円、支店＝ 500万円の計 1,500万円までの還付が受けられる。「５００万円を限度として」がダメ。
３．宅地建物取引業法 25条２項、同法施行令２条の４ 営業保証金の金額
正しい。供託すべき営業保証金の金額は、支店の数によって決まるので、支店の設置とともに同数の支
店を廃止した場合には、結局、支店の数に違いはないから、供託すべき営業保証金も変わらないし、新
たに営業保証金を供託する必要はない。ちなみに、事務所を廃止したら、営業保証金の額が規定額を上
回る部分を、6 ヶ月間公告して取り戻せる。つまり、6 ヶ月間は取り戻せないことになる。だから、閉
鎖店の取り戻しとは別に、新設店分の営業保証金を新たに５００万供託しなくてはならないはずなのに
ね？でも試験センターの正解も「営業保証金の相殺は可能」になっているので、そう覚えておくとよい。
４．宅地建物取引業法 30条２項 営業保証金の取戻し
正しい。営業保証金の取戻しにあたっては、還付請求権者に対する公告が必要である。一部事務所を廃
止した場合であっても、特別な扱いはない。

平成 8 年度 問 47 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業法に規定する営業保証金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。



１．国土交通大臣又は都道府県知事は、免許をした日から１月以内に営業保証金を供託した旨の届出が
ない場合、当該免許を受けた宅地建物取引業者に対して届出をすべき旨の催告をしなければならない。
２．宅地建物取引業者（事務所数１）がその事業を開始するため営業保証金として金銭及び地方債証券
を供託する場合で、地方債証券の額面金額が 1,000 万円であるときは、金銭の額は、100 万円でなけ
ればならない。
３．宅地建物取引業者は、事業開始後支店を１つ新設した場合には、当該支店のもよりの供託所に営業
保証金 500万円を供託しなければならない。
４．宅地建物取引業者は、営業保証金が還付されたためその額に不足を生じた場合、不足が生じた日か
ら２週間以内に、その不足額を供託しなければならない。

解説
１．宅地建物取引業法 25条７項 営業保証金を供託しない場合の措置
誤り。免許権者は、免許をした日から３か月以内に宅建業者が供託完了の届出をしないときは、届出を
すべき旨の催告をしなければならない。だから「1ヶ月以内」がダメ。「免許する」という日本語も変。
ちなみに、催告が到達した日から１ヶ月以内に届出をしないと免許取消。
２．宅地建物取引業法 25条３項、同法施行規則 15条１項 有価証券の評価
正しい。「事務所数１」だから、本店のみで営業してると判断できる。それなら額面１０００万円の営
業保証金が必要で、地方債証券１０００円なら評価額が９００万円だから、後は現金で１００万円が必
要となる。
３．宅地建物取引業法 25条１項 供託すべき供託所
誤り。宅建業者は、営業保証金を主たる事務所のもよりの供託所に供託しなければならないので、「当
該支店のもよりの供託所」というのがダメ。
４．宅地建物取引業法 28条１項、営業保証金規則３条・４条 営業保証金の不足額の供託
誤り。宅建業法では「法務省令・国土交通省令で定める日から二週間以内に」となっていて意味不明。
宅建業者営業保証金規則の方で「宅地建物取引業者が前条の規定により通知書の送付を受けた日とする」
となっているのでやっと分かる。アホちゃうか？だから「不足が生じた日から」がダメ。「不足分を供
託しろ！」という通知書が送付された日から 2週間以内が正しい。

平成 7年度 問 36 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａは、甲県に本店ａと支店ｂを設けて、額面金額 1,000 万円の国債証券と 500 万円
の金銭を供託して営業している。この場合、宅地建物取引業法に規定する営業保証金に関する次の記述
のうち、誤っているものはどれか。なお、本店ａと支店ｂとは、もよりの供託所を異にするものとする。
１．Ａは、額面金額 1,000万円の国債証券を取り戻すため、額面金額が同額である地方債証券及び 100
万円の金銭を新たに供託したときは、遅滞なく、甲県知事に営業保証金の変換の届出をしなければなら
ない。
２．Ａは、ｂを本店とし、ａを支店としたときは、ａのもよりの供託所に費用を予納して、ｂのもより
の供託所への営業保証金の保管替えを請求することができる。
３．Ａは、営業保証金が還付されたため甲県知事から不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けたと
きは、その日から 14日以内に不足額を供託しなければならない。
４．Ａは、宅地建物取引業保証協会の社員となったときは、還付請求権者に対する公告をせず、直ちに
営業保証金を取り戻すことができる。

解説
１．宅地建物取引業法 25条３項、他 営業保証金の変換
正しい。国債証券は、額面通りの 1,000 万円に評価されるが、地方債証券は額面の 90 ％しか評価され
ないので、地方債証券の額面 1,000 万円は 900 万円だから、不足分 100万円を現金で供託しないとい
けない。また、営業保証金の供託方法を変更したら（営業保証金の変換）遅滞なく、免許権者に届け出
る必要がある。
２．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
誤り。営業保証金の保管替え手続が利用できるのは「金銭のみをもって営業保証金を供託しているとき」
に限られる。現金と有価証券を合わせて供託している場合には、いったん二重供託した上で取りもどし
の手続をしなければならない。
３．宅地建物取引業法 28条１項、営業保証金規則３条・４条 営業保証金の不足額の供託
正しい。営業保証金の還付により、営業保証金の額が政令で定める額に不足したら、免許権者（本問で
は甲県知事）から不足額を供託すべき旨の通知書の送付を受けた日から２週間以内にその不足額を供託
しなければならない。
４．宅地建物取引業法 64条の 14第１項 公告不要で営業保証金が取り戻せるケース
正しい。公告が不要なのは「①有価証券で供託していたために保管替えではなく新たに供託した（２重
供託）」場合と、「②保証協会の社員となった」場合と、「取戻し事由発生から 10 年を経過した」場合の
３つ。公告して取り返せるのが「③免許を取り消された場合」、「④免許を更新せず失効した場合」、「⑤
一部の事務所を廃止した場合」の３つ。計５つが「取り戻せる場合」になる。設問は②に当たるので、
広告をせずに取り戻すことができる。

平成６年度 問４５ 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業者Ａが甲県知事の免許を受けて営業保証金を供託した場合に関する次の記述のうち，宅



地建物取引業法の規定によれば，正しいものはどれか。
１ Ａは，営業保証金の供託を地方債証券によって行うことができるが，その際の当該証券の価額は，
額面金額の１００分の８０である。
２ Ａは，営業保証金を供託しても，その旨を甲県知事に届け出た後でなければ，事業を開始すること
ができず，これに違反したときは，６月以下の懲役に処せられることがある。
３ Ａは，営業保証金の供託を現金と国債証券によって行った後，主たる事務所を移転して供託所が変
更になったときは，営業保証金の保管替えを請求することができる。
４ Ａは，Ａの営業保証金の還付がなされたときは，その不足額を供託しなければならないが，その供
託は，還付がなされれば，その旨の通知がなくても，行わなければならない。

解説
１．宅建業法 25条３項，施行規則 15条１項２号 有価証券の額面の評価額
誤り。営業保証金は地方債証券によって充てることができるが、その当該証券の価額は額面金額の１０
０分の９０。「１００分の８０」がダメ。１００分の８０は「その他の債券」。
２．宅建業法 26条２項 免許取得 or支店新設→供託→届出→事業開始
その通り。供託をした旨を免許権者に届け出ないと事業を開始できない。もし届け出ないで事業を開始
したら、業務停止の監督処分か、6ヶ月以下の懲役もしくは１００万円以下の罰金の罰則あり。
３．宅地建物取引業法 29条１項 営業保証金の保管替え
誤り。営業保証金の保管替え手続が利用できるのは「金銭のみをもって営業保証金を供託しているとき」
に限られる。現金と有価証券を合わせて供託している場合には、いったん二重供託した上で取りもどし
の手続をしなければならない。
４．宅建業法 28条１項，営業保証金規則４条 通知書の送付を受けた日から２週間以内
誤り。営業保証金の還付がなされたときは，その不足額を供託しなければならないが、それは免許権者
〔国土交通大臣又は都道府県知事〕から通知書の送付を受けた日から２週間以内。「通知がなくても」
がダメ。通知がなくても供託した方がいい子だけどね。

平成５年度 問４６ 宅建業法（営業保証金）
宅地建物取引業法に規定する営業保証金に関する次の記述のうち，正しいものはどれか。
１ 宅地建物取引業者は，免許を受けた場合において，主たる事務所と２ヵ所の従たる事務所を開設す
るときは，営業保証金２，０００万円を，いずれかの事務所のもよりの供託所に供託した上で，その旨
宅地建物取引業の免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。
２ 営業保証金の供託は，株式で行ってもよい。
３ 宅地建物取引業者は，取引の相手方に対し，取引が成立するまでの間に，取引主任者をして，営業
保証金を供託した供託所及びその所在地を説明させなければならない。
４ 宅地建物取引業者は，免許を受けても，営業保証金を供託し，その旨の届出をするまでは，宅地建
物の売買契約をすることはもとより，広告をすることもできない。

解説
１．

営業保証金 弁済業務保証金分担金 弁済業務保証金

供託義務者 宅建業者 宅建業者 保証協会

場所 主たる事務所の 保証協会 法務大臣、国土交通大臣める
最寄りの供託所 の定供託所

金銭 or有価証券 金銭のみ 営業保証金と同じ
方法 or両者の併用

有価証券の評価
国債→額面通り
地方債、政府保証債→額面の
90％
その他の有価証券→額面の
80％

供託（納付）額 主たる事務所→ 1,000万円 主たる事務所→ 60万円 分担金と同額
従たる事務所→ 500万円 従たる事務所→ 30万円

期限 供託の旨を免許権者に届け 保証協会に加入する日まで 分担金の納付から１週間以内に
出て業務開始 に納付 供託し、供託した旨を免許権者

に届け出る
免許から３ヶ月届出をしない
と催告を受け、催告から１ヶ
月経過で免許取消し対象

新設した事務所１つにつき 新設した事務所１つにつき 分担金の納付があった日から
事務所新設 500万円を 30 万円の分担金を新たに事 １週間以内に供託し、その旨を

主たる事務所の最寄りの供託 務所を設置した日から２週間 免許権者に届け出る
所に供託し、その旨を免許権 以内に保証協会に納付する
者に届け出る



還付 限度＝供託した営業保証金額 限度： － 限度：営業保証金と同じ
対象＝宅建業取引で生じた債 対象： － 対象：営業保証金と同じ
権を有する者
不足分の補充 不足分の補充
不足分補充の通知から２週間 不足分補充の通知から２週間 （社員となる前に取引した者も
以内に不足分を供託→供託を 以内に供託→分担金支払いの 含む、保証協会の認証が必要）
した日から２週間以内にその 通知から２週間以内に納付
旨を免許権者に届け出る （納付しない場合は社員の地 不足分の補充：左の分担金を参

位を失い、１週間以内に営業 照
保証金を供託しなければ業務
停止処分）

還付請求権者に対して６ヶ月 還付請求権者に対して６ヶ月
以上の申出期間を定めた公告 以上の申出期間を定めた公告必
必要 要

取戻し １．免許失効 ・保証協会の社員でなくなった
２．免許取消処分
３．事務所廃止 公告不要

保証協会から分担金を返還 ・事務所廃止
取戻し事由発生から 10 年経 してもらう
過で公告不要

公告不要
１．保管替えでない主たる事
務所移転
２．保証協会の社員となった


